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平成 27 年 8 月 31 日 

 

各 位 

会 社 名 ティアック株式会社 

代表者名 取締役社長 英 裕治 

（コード番号  6803  東証第 1部） 

問合せ先 取締役 野村 佳秀 

 （TEL 042－356－9178） 

 

連結子会社の事業譲渡並びに解散及び清算に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年 8 月 31 日開催の取締役会において、当社連結子会社である TAIWAN TEAC 

CORPORATION（以下「ＴＴＣ」）のストレージデバイス事業を株式会社アルメディオ（以下「アル

メディオ」）に譲渡することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、ＴＴＣは事業譲渡後、解散及び清算することについても決議しております。 

 

記 

１．事業譲渡及び子会社解散の理由 

ＴＴＣは、ストレージデバイスを調達、生産及び販売する事業（以下「ＳＤ事業」）等を行

っております。平成 26 年 6 月 19 日付「ストレージデバイス事業の事業譲渡及び特別利益の発

生に関するお知らせ」にて公表のとおり、平成 26 年 7 月 31 日付で当社の国内におけるＳＤ事

業をアルメディオに譲渡いたしましたが、事業譲渡後も当社連結子会社であるＴＴＣは、アル

メディオと提携し台湾を拠点としてＳＤ事業を継続しておりました。 

今般、アルメディオより、ＴＴＣのＳＤ事業をアルメディオが新たに設置する支店に譲り受

けたいとの申し出を受け、交渉を進めて参りましたが、当社は、申し出に応じることとし、同

社との間で本日事業譲渡契約書を締結いたしました。 

本件事業譲渡は、平成 27 年 9 月 30 日を予定しており、事業譲渡完了後、ＴＴＣは解散及び

清算することといたしました。 

 

２．事業譲渡の概要 

（１）事業譲渡子会社の概要 

（１） 名 称 TAIWAN TEAC CORPORATION 

（２） 所 在 地 3F No.45 Sec.1, Min chuan E. Road, 104 Taipei, Taiwan R.O.C.

（３） 代表者の役職・氏名 董事長 吉田啓介 

（４） 事 業 内 容 ストレージデバイスの調達、生産、販売等 

（５） 資 本 金 10,000 千台湾ドル 

（６） 設 立 年 月 日 1974 年 12 月 

（７） 大株主及び持株比率 当社 100％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社の連結子会社であります。 

人 的 関 係
当社の上席執行役員が董事長、取締役が監察

役をそれぞれ兼務しております。 

取 引 関 係
ストレージデバイスの調達、生産、販売等を

行っております。 

関連当事者への

該 当 状 況

当社の連結子会社であるため関連当事者へ該

当いたします。 
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（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態 （単位：百万円）

決算期 平成 25 年 3 月期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 

純 資 産 716 701 192

総 資 産 861 806 427

売 上 高 1,013 900 1,125

営 業 利 益 26 20 18

経 常 利 益 34 26 30

当 期 純 利 益 27 17 22

 

（２）譲渡価額及び決済方法 

製品及び部品その他の資産：譲渡日の簿価に基づき決定 

決済方法：現金決済 

 

３．事業譲渡先の概要（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

（１） 名 称 株式会社アルメディオ 

（２） 所 在 地 東京都東村山市栄町二丁目 32 番地 13 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 高橋 靖 

（４） 事 業 内 容 

テストメディア製品の開発、製造、販売。CD、DVD 等の OEM 製

造、販売。光ディスクアーカイブソリューションの提供・販売。

耐火材、断熱材の販売。 

（５） 資 本 金 1,136 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 56 年 5 月 18 日 

（７） 純 資 産 2,636 百万円 

（８） 総 資 産 3,948 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 

日本証券金融株式会社 11.34％ 

高橋 靖 6.17％ 

株式会社アルメディオ 4.95％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

４．日程 

取締役会決議日 平成 27 年 8 月 31 日 

事業譲渡契約書締結日 平成 27 年 8 月 31 日 

事業譲渡期日 平成 27 年 9 月 30 日（予定） 

清算結了日 平成 28 年 8 月上旬（予定） 

 

５．今後の見通し 

当該事業譲渡及び当社子会社の清算に係る平成 28年 3月期連結業績に与える影響については、

現在精査中ですが、平成 27 年 5 月 13 日に公表いたしました平成 28 年 3 月期連結業績予想に与

える影響は軽微と見込まれ、連結業績予想の修正は予定しておりません。なお、今後開示すべ

き事項が生じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


